
 

 

（添付資料） 

 

事 業 報 告 

平成３１年４月   1日から 

令和 ２年３月３１日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

  令和元年度の事業経過及び成果を報告します。 

 

・事業部門 

【オフィス事業】 

入居率は９６．８％となった。貸室総面積１９,５８２.４３㎡（５,９３４．０６坪）、

空室面積６２７.４１㎡（１９０．１２坪）。収入（賃料＋共益費）は９８.８％の ７億

１,８０４万円となった。 

【バスターミナル事業】 

発着回数合計は９５．３％の１２４,８２８便。運休便はＧ２０期間中のバスターミナ

ル閉鎖の影響等があったため２,１５５便（前年２，２３９便）、乗降客数は９１.３％の

１９４.４万人であった。収入はバース使用料の値上げにより１１５.７％の２億２,９６

６万円となった。 

【駐車場事業】 

一般時間貸し駐車（３７台／１４４台）の利用状況は８８.９％の６７,０４８台、収

入は９０.９％の８,１４３万円となった。令和２年２月よりタイムズ２４㈱に運営管理

を委託している。 

【ツアーバス等事業】 

利用状況は％の７,０４５台となった。新型コロナウイルスの影響によるツアーバス需

要減が大きな要因であった。収入は２Ｆ待機バースをツアーバスへ転用したことにより

収入は１１６.１％の４,１０２万円となった。 

 ・商業部門 

【ОＣＡＴモール】 

物販１７店舗、飲食１８店舗、サービス９店舗、合計４４店舗で入居率は８４.５％と

なった。貸室総面積６,６９８.１１㎡（２,０２９.７３坪）、空室面積１,０３４.０８㎡



 

 

（２７２.６８坪）。 

店舗売上高は物販部門で９０.７％の９億９,１４５万円、飲食部門で８７.８％の１２

億５,７３２万円、その他部門で１０９.１％の２億６,２１７万円となった。収入（賃料

+共益費）は８８.４％の２億８,５２９万円となった。 

 

（２）令和元年度決算 

売上高はオフィス賃料収入(賃料+共益費)・附帯施設使用料が増加したが、バスターミナ

ル事業収入・店舗賃料収入(賃料+共益費)の減少により、９８.１％の２１億６,６６５   

万円となった。 

 売上原価は光熱水費が減少したが、減価償却費・業務委託料の増加により、１００.７％ 

の１６億９,９１６万円となった。 

販売費及び一般管理費は９７.９％の１億２,５２９万円で営業利益は８７.２％の３億 

４,２１９万円となり、営業外収益は２,４８６万円、営業外費用は２,２８０万円で、経常

利益は９２.３％の３億４,４２４万円、固定資産撤去費等、特別損失６,７８３万円を計上

し、当期純利益は７６.６％の２億７,４７９万円となった。 

 （注）金額は１万円未満切捨て 

 

（３）今後の課題 

当社ビルは建設から２０年以上を経過し、大半の大規模設備が更新時期を迎えます。 

そのための更新費用や設備投資による減価償却費の増加が経営収支を圧迫することは避

けられない状況です。 

 これまで各種料金を見直し、令和元年度にはバスターミナル使用料金の改定を行ってき

ましたが、一方で、業務委託人件費の高騰等の影響を受け、当社の経営は一層厳しい状況

下にあります。 

さらに、当社ビルのレンタブル比は３５％しかないことから、現状の利益確保は非常に

難しい状況です。 

引き続き、借入金の返済を着実に行いながら特定調停終了の令和１５年度以降のビル運

営のあり方を検討していきます。 

 

 

 

 



 

 

（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
平成27年度 

（第28期） 

平成28年度 

（第29期） 

平成29年度 

（第30期） 

平成30年度 

（第31期） 

売上高 2,168,438千円 2,135,230千円 2,218,534千円 2,208,624千円 

経常利益 305,910千円 322,197千円 381,581千円 372,830千円 

当期純利益 278,937千円 296,331千円 366,535千円 358,772千円 

一株当たり当期純利益 0円1銭 0円1銭 0円2銭 0円2銭 

総資産 16,809,273千円 16,245,701千円 16,075,147千円 15,572,289千円 

純資産   3,902,401千円 4,198,733千円 4,565,268千円 4,924,040千円 

（注）一株当たり当期純利益は、発行済株式の期中平均株数で算出しています。 

 

（５）主要な事業内容（令和２年３月３１日現在） 

① 自動車ターミナル施設の経営 

② 不動産の賃貸及び管理業 

③ 駐車場の経営 

④ 各種イベントの企画、立案及び実施 

⑤ その他 

 

（６）主要な事業所（令和２年３月３１日現在） 

   本社 大阪市浪速区湊町１丁目４番１号（大阪シティエアターミナルビル） 

 

（７）従業員の状況（令和２年３月３１日現在） 

   従業員数２１名（前期末比２名増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（８）主要な借入先の状況（令和２年３月３１日現在） 

借  入  先 借入金残高 （千円） 

大阪市 4,842,064 

株式会社 みずほ銀行 989,997 

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行 634,983 

株式会社 三井住友銀行 524,888 

三井住友信託銀行 株式会社 406,420 

株式会社 りそな銀行 351,287 

近畿産業信用組合 243,786 

株式会社 関西みらい銀行 173,601 

信金中央金庫 114,367 

 

２．株式に関する事項（令和２年３月３１日現在） 

（１）発行可能株式総数  普通株式22,810,060,000株 

 

（２）発行済株式総数  普通株式22,810,057,784株 

 

（３）株主数 25名 

  

（４）発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する大株主 

株主名 
当社への出資状況 

  持株数 （株） 出資比率 （％） 

大阪市 22,809,981,600  99.99  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３．会社の役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役（令和２年３月３１日現在） 

地  位 氏  名 担当又は主要な職業 

代表取締役社長 間渕    豊  

専務取締役 瀧浪  秀元 総務部施設課担当 

常務取締役 松下  俊明 総務部長、総務部総務課、経理課、事業部担当 

取締役 山田  裕文 大阪市都市計画局  開発調整部長 

取締役 日名田 高志 西日本旅客鉄道株式会社 執行役員建設工事部長 

取締役 下田   一彦 関西電力株式会社 営業本部 地域開発部長 

取締役 武枝  和彦 大阪瓦斯株式会社 理事 総務部長 

常勤監査役 渡辺  公敏  

監査役 佐藤  晴信 大阪市都市計画局 企画振興部長 

 

（注）当事業年度中の異動 

１ 令和元年６月２８日付で次の取締役が選任され、就任しました。 

       取締役  瀧浪 秀元 

   ２ 令和元年６月２８日付で次の取締役が退任しました。 

       取締役  齋藤 貞太郎 

３ 令和元年６月２８日付で次の監査役が選任され、就任しました。 

       監査役  佐藤 晴信 

   ４ 令和元年６月２８日付で次の監査役が退任しました。 

       監査役  上原 理子 

 

（２）責任限定契約 

当社は社外取締役及び監査役との間で、会社法423条第1項の賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任額は法令の定める最低責任限度額とな

ります。 

 

 

 

 

 



 

 

（３）取締役及び監査役の報酬等の額 

区 分 
取締役 監査役 計 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 

定款又は株主総会決

議に基づく報酬 
4名 29,724千円 2名 4,800千円 6名 34,524千円 

 

（注）１ 取締役の報酬限度額は、平成４年６月２９日開催の第４回定時株主総会決議に基

づく年額70,000千円以内であり、監査役の報酬限度額は、平成１９年６月２８日開

催の第１９回定時株主総会決議に基づく年額15,000千円以内です。 

    ２ 期末現在の人員は、取締役７名、監査役２名です。 

   ３ 上記の人数には、令和元年６月２８日開催の第３１回定時株主総会終結の時をも

って退任した取締役１名及び監査役１名を含んでいます。 

     

４．会計監査人に関する事項 

名 称  有限責任 あずさ監査法人 

 

５．親会社等との間の取引に関する事項 

大阪市は当社株式の22,809,981,600株（持株比率99.99％）を保有し、当社は大阪市から

資金を借り入れ、補助金の交付及び損失補償を受けるとともに、同市に対し資金の立替を

行い、OCATビルの一部をオフィスとして賃貸しています。 

 

（１）当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項 

同市に対するオフィスの賃貸は、当該取引の必要性及び取引条件が、第三者との通常

の取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適正に決

定しています。 

 

（２）当該取引が当社の利益を害さないかどうかの取締役会の判断及びその理由 

   当社は、取締役会において多面的な議論を経たうえで、当該取引を実施していること

から、当該取引は当社の利益を害さないものと判断しています。 

 

（３）取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見 

   該当事項はありません。 






















